
決算の概要

１．一般会計の決算状況

（１）決算状況

（２）財政指標等

決算の状況

区 分 歳 入 総 額 歳 出 総 額
歳 入 歳 出
差 引

翌年度に繰越
すべき財源

実 質 収 支 単 年 度 収 支 積 立 金

令和６年度 64億3,134万円 61億5,640万円 2億7,494万円 8万円 2億7,486万円 1,562万円 279万円

令和５年度 61億2,948万円 58億3,161万円 2億9,787万円 3,863万円 2億5,924万円 △ 1,286万円 3,250万円

差　　　　額 3億0,186万円 3億2,479万円 △ 2,293万円 △ 3,855万円 1,562万円 2,848万円 △ 2,971万円

比　  　　較 4.9% 5.6% △ 7.7% △ 99.8% 6.0% 221.5% △ 91.4%

　地方自治体の財政健全化法に基づく財政健全化判断比率については、実質赤字比率、連結実質赤字
比率は該当がなく、実質公債費比率は9.7％（対前年度△0.5ポイント）と、早期健全化基準の25％には
なっていません。地方債償還金については、令和5年度がピークとなっており、特に借入額の多い平成24
年度の過疎対策事業債や平成13年度～15年度の臨時財政対策債が令和6年度までに償還を終えること
から徐々に減少傾向に向かう見込みです。
　将来負担比率は、66.2％（対前年度＋2.9ポイント）と、早期健全化基準の350％にはなっていません。し
かし、層雲峡浄水場及び下水道事業の整備に対する地方債に係る特別会計等への補助金などが大きく
なっていることから、近隣市町村と比較しても高い数値となっています。
　その他、地方債残高は65億6,061万円（対前年度2億5,170万円の減）、積立金残高は11億6,552万円
（対前年度1億2,437万円の減）、債務負担行為残高は2億490万円（対前年度4,235万円の増）となってい
ます。

　令和6年度の各会計の決算状況は次のとおりです。

　一般会計の財政規模は、歳入が64億3,134万円で前年度対比4.9％増、歳出が61億5,640万円で前年度
対比5.6％増となり、いずれも前年度を上回りました。
　歳入歳出差引額は2億7,494万円の黒字、この歳入歳出差引額から、翌年度に繰り越すべき財源を控除
した実質収支は、2億7,486万円の黒字となっています。
　令和6年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、 1,562万円と前年度より増と
なり、実質単年度収支については、財政調整基金の取崩しにより1,263万円と前年度より減となりました。

　財政力指数は、0.15で前年度と増減はありません。このことは、標準的な行政を運営していくための財源
として、町税などの自前の財源が2割未満であることを表しています。
　経常収支比率は、85％と前年度数値より1.3ポイント軟化しました。町村の場合75％を超えると財政構造
の弾力性（ゆとり）がなくなってくるといわれており、財政力の余力がなく、依然として厳しい財政運営となっ
ています。

　令和6年度の上川町の一般会計、特別会計及び企業会計の決算状況をお知らせします。令和6年度は、第
10次上川町総合計画＜自然と調和した未来 恵み豊かな大地と人がおりなす おもてなしのまち 上川＞の7年
次となります。ロシアのウクライナ侵攻や国際的な原材料価格の上昇、円安の影響による物価高騰はあるもの
の、経済は緩やかに回復傾向にありますが、財政状況は引き続き厳しい見込みとなっています。今後も創意と
工夫を凝らし、様々な行政課題に取り組み、上川町まちづくり基本条例の実践に努めていきます。詳しい決算
の状況については、次のとおりとなっています。

令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 決 算 状 況

令 和 ６ 年 度 上 川 町 の 決 算 状 況



決算の状況（つづき）

区 分 繰 上 償 還 金
積 立 金
取 崩 額

実 質 単 年 度
収 支

令和６年度 0万円 3,104万円 △1,263万円

令和５年度 0万円 0万円 1,964万円

差　　　　額 0万円 3,104万円 △ 3,227万円

比　  　　較 - 皆増 △ 164.3%

財政指標等

区 分 標準財政規模 財 政 力 指 数
経 常 収 支
比 率 （ ％ ）

実 質 赤 字
比 率 （ ％ ）

連 結 実 質
赤字比率(%)

実 質 公 債
費 比 率 (%)

将 来 負 担
比 率 （ ％ ）

令和６年度 37億1,825万円 0.160 85.0 - - 9.7 66.2

令和５年度 36億6,927万円 0.150 86.3 - - 10.2 63.3

比　  　　較 1.3% 0.100 △ 1.3 - - △ 0.5 2.9

区 分 地 方 債 残 高 積 立 金 残 高
債 務 負 担
行 為 残 高

令和６年度 65億6,061万円 11億6,552万円 2億0,490万円

令和５年度 68億1,231万円 12億8,989万円 1億6,255万円

差　　　　額 △2億5,170万円 △1億2,437万円 4,235万円

比　  　　較 △ 3.7% △ 9.6% 26.1%

用語説明

実質収支

単年度収支

実質単年度
収支

標準財政規
模

　実質単年度収支は、単年度収支に当該年度に措置された黒字要素（財政調整基金積立金、繰上償還）
又は赤字要素（積立金取崩し）を除外した場合、単年度収支が実質的にどのようになったか検証するもの
です。
＊実質単年度収支＝単年度収支＋財政調整基金積立額＋地方債繰上償還額
　－財政調整基金取崩額

　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模を示すものです。
　地方税法に定める法定普通税を、標準税率により地方交付税法で定める方法で算定した標準税収入
額に、地方道路譲与税、自動車重量譲与税、交通安全対策特別交付金などを加え、さらに普通交付税を
加算して算定します。
＊標準財政規模＝（基準財政収入額－地方譲与税－交通安全対策特別交付金）×１００÷７５
　＋地方譲与税＋交通安全対策特別交付金＋普通交付税

　実質収支は、歳入歳出差引額から事業繰越などに伴い、翌年度に繰越すべき財源を差し引いた額で
す。発生主義の要素を加味して財政収支の結果をとらえたものです。これは、当該年度に属すべき収入と
支出の実質的な差額で、地方公共団体の純剰余又は純損失を意味するものです。財政運営の状況を判
断するポイントとなります。
＊実質収支＝歳入歳出差引額－翌年度へ繰り越すべき財源

　当該年度だけの収支を捉えるものです。実質収支は前年度以前からの収支の累積です。この中には、
前年度の実質収支が赤字にせよ、黒字にせよ含まれていることとなります。例えば前年度が黒字である場
合、このうち基金繰入額を除いた額は繰越金として当該年度の歳入とされ、実質収支をそれだけ増加させ
る要因となっています。したがって、当該年度だけの収支を把握しようとする場合には、当該年度の実質収
支から前年度の実質収支を差し引いた収支をみる必要があります。
＊単年度収支＝当該年度の実質収支－前年度の実質収支



用語説明（つづき）

財政力指数

経常収支比
率

実質赤字比
率

連結実質赤
字比率

実質公債費
比率

将来負担比
率

債務負担行
為

（３）歳入

　　地方債の発行額は5億8,730万円で、前年度と対比し106万円（0.2%）の減となりました。令和6年度発行
の主な内容は、認定こども園整備事業債3億2,800万円、越路・豊原地区農道整備事業債3,980万円、か
みんぐホール空調設備改修事業債3,510万円、旭町団地長寿命化事業債3,320万円、橋梁長寿命化事業
債2,350万円などです。令和6年度末の一般会計の地方債残高は、2億5,170万円減の65億6,061万円で、
町民１人当たりでは2,162,363円となりました。

　歳入の根幹をなす町税収入の総額は、前年度に比べ1.3％減の6億630万円で、一般会計歳入総額に
占める割合は9.4％となっています。
　その内訳をみると、個人町民税は、前年度比10.4％減の1億1,709万円、法人町民税は、前年度比7.9％
増の2,266万円となり、町民税全体では、前年度比7.8％減の1億3,975万円となりました。
　固定資産税は、前年度に比し2.3％減の3億793万円、入湯税については、前年度比12.9％増の1億553
万円となりました。

　歳入の52.2％を占める地方交付税については、普通交付税が前年度比2.2％増の30億2,598万円、特
別交付税は、2.1％増の3億2,788万円となり、全体では、2.2％増の33億5,386万円となりました。

　公営企業会計を含む地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政
規模に対する比率です。
　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団
体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした
額に対する比率です。
　借入金（地方債）の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標ともい
えます。
　地方公共団体財政健全化法の実質公債費比率は、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の判
定に用いられる地方財政法の実質公債比率と同じで、この比率が18％を超えると、借金に当たって許可
が必要となり、公債費負担適正化計画を策定した後でなければ新規借り入れは許可されず、25％を超え
ると一定の種類の新規借り入れは許可されません。

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体の一般会計等が将来
負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。
　地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での
残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえます。

　予算は単一年度で完結するのが原則ですが、将来にわたる支払義務に対応するため、あらかじめ後年
度の債務を約束することを債務負担行為といいます。
　外郭団体への債務保証や損失補償などに対応するため債務負担行為が活用されます。地方自治法
で、債務負担行為は予算で定めなければならないこととされています。

　地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３
年間の平均値です。 財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に
余裕があるといえます。

　地方税・普通交付税などの、使いみちを制限されない毎年収入される性質の収入（経常的な収入）に対
する、人件費・公債費・扶助費など毎年支出される性質の支出（経常的な支出）の割合です。この割合が
低いほど、財政にゆとりがあり、さまざまな状況の変化に柔軟に対応できることを示しています。
　市で80パーセント、町村で75パーセントを超えると、財政構造は弾力性を失いつつあると考えられていま
す。
＊経常経費に充当された一般財源の額/経常一般財源×100
　　　　※一般財源…何に使うかを制限されない財源。（⇔特定財源）

　地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。　地方公共
団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。



（４）歳出

①目的別

②性質別

歳　　入

決算額 構成比 決算額 構成比

町 税 6億0,630万円 9.4% 6億1,404万円 10.0% △ 774万円 △ 1.3%

地 方 譲 与 税 6,791万円 1.1% 6,583万円 1.1% 208万円 3.2%

利 子 割 交 付 金 15万円 0.0% 11万円 0.0% 4万円 36.4%

配 当 割 交 付 金 141万円 0.0% 102万円 0.0% 39万円 38.2%

株式等譲渡所得割交付金 217万円 0.0% 118万円 0.0% 99万円 83.9%

法 人 事 業 税 交 付 金 863万円 0.1% 788万円 0.1% 75万円 9.5%

地 方 消 費 税 交 付 金 9,787万円 1.5% 9,605万円 1.6% 182万円 1.9%

環 境 性 能 割 交 付 金 666万円 0.1% 617万円 0.1% 49万円 7.9%

地 方 特 例 交 付 金 1,296万円 0.2% 96万円 0.0% 1,200万円 1,250.0%

地 方 交 付 税 33億5,386万円 52.2% 32億8,309万円 53.6% 7,077万円 2.2%

交通安全対策特別交付金 0万円 0.0% 0万円 0.0% 0万円 0.0%

分 担 金 及 び 負 担 金 0万円 0.0% 41万円 0.0% △ 41万円 皆減

使 用 料 及 び 手 数 料 1億0,289万円 1.6% 1億0,654万円 1.7% △ 365万円 △ 3.4%

国 庫 支 出 金 6億0,068万円 9.4% 5億1,975万円 8.5% 8,093万円 15.6%

道 支 出 金 2億7,003万円 4.2% 2億1,247万円 3.5% 5,756万円 27.1%

財 産 収 入 1,309万円 0.2% 1,055万円 0.2% 254万円 24.1%

寄 附 金 8,650万円 1.4% 9,667万円 1.6% △ 1,017万円 △ 10.5%

繰 入 金 2億2,286万円 3.5% 1億7,652万円 2.9% 4,634万円 26.3%

繰 越 金 2億9,787万円 4.6% 2億7,696万円 4.5% 2,091万円 7.5%

諸 収 入 9,220万円 1.4% 6,441万円 1.0% 2,779万円 43.1%

地 方 債 5億8,730万円 9.1% 5億8,836万円 9.6% △106万円 △ 0.2%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0万円 0.0% 51万円 0.0% △51万円 皆減

計 64億3,134万円 100.0% 61億2,948万円 100.0% 3億0,186万円 4.9%

区 分 差額 前年度比

　歳出総額に占める割合は総務費が25.7％と最も高く、続いて民生費の21％、公債費の13.9％、土木費の
6.5％、教育費の6.4％の順となっています。
　前年度との比較では、かみんぐホール空調設備改修工事などにより教育費が28.1％増の3億9,698万円、
認定こども園整備事業及び令和6年度均等割非課税世帯給付金事業などにより民生費が13.2％増の12億
9,131万円、旭町団地外壁長寿命化工事及び橋梁長寿命化事業などにより土木費が12.9％増の3億9,998
万円となりました。一方、高規格救急自動車（層雲峡救急）の更新完了などにより消防費が13.9％減の3億
2,650万円、財政調整基金への積立金の減により諸支出金が4.3％減の3億2,160万円となりました。

　歳出総額に占める割合は物件費が23.5％と最も高く、続いて人件費の16.4％、普通建設事業費等の
14.9％、補助費等の14.0％、公債費の13.9％の順となっています。
　前年度との比較では、認定こども園整備事業や旭町団地長寿命化事業及びかみんぐホール空調改修事
業などにより普通建設事業費等が17.7％増の9億1,593万円となりました。一方、平成24年度に整備した地
域資源活用交流促進施設整備事業及び旭ヶ丘フォレストガーデン整備事業の起債借入に伴う償還が終
了したことにより公債費が4.5％減の8億5,459万円となりました。

令和６年度 令和５年度



町税の内訳

税　額 構成比 税　額 構成比

町 民 税 1億3,975万円 23.0% 1億5,162万円 24.7% △ 1,187万円 △ 7.8%

個 　人 　町 　民 　税 1億1,709万円 19.3% 1億3,062万円 21.3% △ 1,353万円 △ 10.4%

法 　人 　町 　民 　税 2,266万円 3.7% 2,100万円 3.4% 166万円 7.9%

固 定 資 産 税 3億0,793万円 50.8% 3億1,516万円 51.3% △ 723万円 △ 2.3%

軽 自 動 車 税 932万円 1.6% 908万円 1.5% 24万円 2.6%

町 た ば こ 税 3,151万円 5.2% 3,189万円 5.2% △ 38万円 △ 1.2%

入 湯 税 1億0,553万円 17.4% 9,348万円 15.2% 1,205万円 12.9%

都 市 計 画 税 1,226万円 2.0% 1,281万円 2.1% △ 55万円 △ 4.3%

計 6億0,630万円 100.0% 6億1,404万円 100.0% △ 774万円 △ 1.3%

歳　　出

決算額 構成比 決算額 構成比

議 会 費 5,305万円 0.9% 4,821万円 0.8% 484万円 10.0%

総 務 費 15億8,441万円 25.7% 14億8,366万円 25.4% 1億0,075万円 6.8%

民 生 費 12億9,131万円 21.0% 11億4,037万円 19.6% 1億,5094万円 13.2%

衛 生 費 3億6,748万円 6.0% 3億5,878万円 6.2% 870万円 2.4%

農 林 水 産 業 費 2億5,762万円 4.2% 2億4,666万円 4.2% 1,096万円 4.4%

商 工 労 働 観 光 費 3億0,288万円 4.9% 2億7,443万円 4.7% 2,845万円 10.4%

土 木 費 3億9,998万円 6.5% 3億5,441万円 6.1% 4,557万円 12.9%

消 防 費 3億2,650万円 5.3% 3億7,941万円 6.5% △5,291万円 △ 13.9%

教 育 費 3億9,698万円 6.4% 3億0,984万円 5.3% 8,714万円 28.1%

災 害 復 旧 費 0万円 0.0% 451万円 0.1% △ 451万円 0.0%

公 債 費 8億5,459万円 13.9% 8億9,513万円 15.3% △ 4,054万円 △ 4.5%

諸 支 出 金 3億2,160万円 5.2% 3億3,620万円 5.8% △ 1,460万円 △ 4.3%

計 61億5,640万円 100.0% 58億3,161万円 100.0% 3億2,479万円 5.6%

区 分 差額 前年度比

令和５年度
区 分 差額 前年度比

令和６年度 令和５年度

令和６年度

その他

7億1,252万円
町債

5億8,730万円

国・道支出金

8億7,071万円

使用料及手数料

1億289万円

地方交付税

33億5,386万円

地方譲与税ほか

1億9,776万円

町税

6億630万円



議会費　　　　　　　　       　1款

総務費　　　　　　　       　　2款

民生・衛生費　　       3款・4款

農林水産業費 　　　       　5款

商工労働観光費　       　　6款

土木費　　　　　　       　　　7款

消防費　　　　　　       　　　8款

教育費　　　　　　　　　　　　 9款

公債・災害復旧費　10款・11款

その他　　　　　      　　　　12款

歳　　出(町民一人当たり)

決算額 構成比 決算額 構成比

議 会 費 17,487円 0.9% 15,431円 0.8% 2,056円 13.3%

総 務 費 522,217円 25.7% 474,922円 25.4% 47,295円 10.0%

民 生 費 425,613円 21.0% 365,034円 19.6% 60,579円 16.6%

衛 生 費 121,121円 6.0% 114,848円 6.2% 6,273円 5.5%

農 林 水 産 業 費 84,912円 4.2% 78,956円 4.2% 5,956円 7.5%

商 工 労 働 観 光 費 99,828円 4.9% 87,845円 4.7% 11,983円 13.6%

土 木 費 131,831円 6.5% 113,448円 6.1% 18,383円 16.2%

消 防 費 107,615円 5.3% 121,450円 6.5% △ 13,835円 △ 11.4%

教 育 費 130,844円 6.4% 99,181円 5.3% 31,663円 31.9%

災 害 復 旧 費 0円 0.0% 1,444円 0.1% △ 1,444円 0.0%

公 債 費 281,672円 13.9% 286,533円 15.3% △ 4,861円 △ 1.7%

諸 支 出 金 105,997円 5.2% 107,621円 5.8% △ 1,624円 △ 1.5%

計 2,029,137円 100.0% 1,866,713円 100.0% 162,424円 8.7%

区 分 差額 前年度比

町民1人当たりの金額は、各年度末住民基本台帳登録者数（令和5年度3,124人、令和6年度3,034人）で割ったものです。

災害復旧経費、施設・道路整備などの借入金の返済

企業会計繰出・基金積立

令和６年度 令和５年度

農林水産業の振興など

労働対策・商工業振興・観光振興など

道路・公園などの整備や維持管理、除雪など

消防に関する経費

学校教育・社会教育・図書室・スポーツ振興など

主な支出内容

議会運営・議員報酬など

総務・企画・税務・財産の管理・町有林の管理・移住定住・情報防災など

各福祉事業・介護保険・医療給付・保育所の経費・各種検診・保健衛生・環境衛生など

その他

3億2,160万円
災害復旧費・公債費

8億5,459万円

教育費

3億9,698万円

消防費

3億2,650万円

土木費

3億9,998万円

商工労働観光費

3億0,288万円
農林水産業費

2億5,762万円

民生・衛生費

16億5,879万円

総務費

15億8,441万円

議会費

5,305万円



歳　　出(性質別経費区分)

決算額 構成比 決算額 構成比

人 件 費 10億0,712万円 16.4% 9億9,371万円 17.0% 1,341万円 1.3%

物 件 費 14億4,926万円 23.5% 12億7,406万円 21.9% 1億7,520万円 13.8%

扶 助 費 3億4,794万円 5.7% 3億4,861万円 6.0% △ 67万円 △ 0.2%

補 助 費 等 8億6,500万円 14.0% 8億2,797万円 14.2% 3,703万円 4.5%

公 債 費 8億5,459万円 13.9% 8億9,513万円 15.3% △ 4,054万円 △ 4.5%

繰 出 金 4億6,801万円 7.6% 4億8,314万円 8.3% △ 1,513万円 △ 3.1%

普 通 建 設 事 業 費 等 9億1,593万円 14.9% 7億7,827万円 13.3% 1億3,766万円 17.7%

そ の 他 2億4,855万円 4.0% 2億3,072万円 4.0% 1,783万円 7.7%

計 61億5,640万円 100.0% 58億3,161万円 100.0% 3億2,479万円 5.6%

２．その他会計の状況

（１）特別会計

①国民健康保険事業特別会計

②後期高齢者医療事業特別会計

③介護保険事業特別会計

区 分 差額

　特別会計は、町が特定の事業を行う場合、その他特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出
と区分して経理する必要がある場合に設置する会計で、5会計全体での実質収支は1億3,344万円の黒字と
なっています。

　国民健康保険事業特別会計の歳入歳出差引額は 1,027万円の黒字（前年度 527万円の黒字） で、歳入
は前年度比0.8%増の4億8,904万円、歳出は前年度比0.2%減の4億7,877万円となりました。

前年度比

　後期高齢者医療事業特別会計の歳入歳出差引額は 6万円の黒字（前年度 18万円の黒字） で、歳入は
前年度比5.0%増の7,594万円、歳出は前年度比5.1%増の7,588万円となりました。

令和６年度 令和５年度

　介護保険事業特別会計の歳入歳出差引額は 7,901万円の黒字（前年度 6,918万円の黒字） で、歳入は
前年度比0.3%減の5億8,387万円、歳出は前年度比2.2%減の5億486万円となりました。

令和６年度 特別会計 及び 企業会計 決算状況

人 件 費

10億0,712万円

物 件 費

14億4,926万円

扶 助 費

3億4,794万円補 助 費 等

8億6,500万円

公 債 費

8億5,459万円

繰 出 金

4億6,801万円

普通建設事業費等

9億1,593万円

そ の 他

2億4,855万円



④診療所事業特別会計

⑤介護医療院事業特別会計

特別会計

収 入 支 出 差 引

令和6年度 4億8,904万円 4億7,877万円 1,027万円

令和5年度 4億8,513万円 4億7,986万円 527万円

前年度比較 0.8% △ 0.2% 94.9%

令和6年度 7,594万円 7,588万円 6万円

令和5年度 7,235万円 7,217万円 18万円

前年度比較 5.0% 5.1% △ 66.7%

令和6年度 5億8,387万円 5億0,486万円 7,901万円

令和5年度 5億8,563万円 5億1,645万円 6,918万円

前年度比較 △ 0.3% △ 2.2% 14.2%

令和6年度 4億6,887万円 4億4,296万円 2,591万円

令和5年度 4億4,980万円 4億2,010万円 2,970万円

前年度比較 4.2% 5.4% △ 12.8%

令和6年度 1億7,424万円 1億5,605万円 1,819万円

令和5年度 1億7,057万円 1億5,157万円 1,900万円

前年度比較 2.2% 3.0% △ 4.3%

令和6年度 17億9,196万円 16億5,852万円 1億3,344万円

令和5年度 17億6,348万円 16億4,015万円 1億2,333万円

前年度比較 1.6% 1.1% 8.2%

　診療所事業特別会計の歳入歳出差引額は 2,591万円の黒字（前年度 2,970万円の黒字） で、
歳入は前年度比4.2%増の4億6,887万円、歳出は前年度比5.4%増の4億4,296万円となりました。

　介護医療院事業特別会計の歳入歳出差引額は 1,819万円の黒字（前年度 1,900万円の黒字）
で、歳入は前年度比2.2%増の1億7,424万円、歳出は前年度比3.0%増の1億5,605万円となりまし
た。

区 分

国 民 健 康 保 険 事 業

後期高齢 者医療事業

介 護 保 険 事 業

診 療 所 事 業

介 護 医 療 院 事 業

計



（２）企業会計

①簡易水道事業会計

区 分 収 入 支 出 差 引

収益的収支 1億9,491万円 1億5,770万円 3,721万円

資本的収支 6,173万円 2億0,478万円 △ 1億4,305万円

収益的収支 1億9,177万円 1億4,261万円 4,916万円

資本的収支 7,538万円 2億1,539万円 △ 1億4,001万円

収益的収支 1.6% 10.6% △ 24.3%

資本的収支 △ 18.1% △ 4.9% △ 2.2%

②下水道事業会計

区 分 収 入 支 出 差 引

収益的収支 3億0,620万円 2億7,471万円 3,149万円

資本的収支 4,374万円 1億5,953万円 △ 1億1,579万円

収益的収支 3億0,700万円 2億7,373万円 3,327万円

資本的収支 1億6,057万円 2億7,595万円 △ 1億1,538万円

特例的収支 452万円 469万円 △ 17万円

収益的収支 △ 0.3% 0.4% △ 5.4%

資本的収支 △ 72.8% △ 42.2% △ 0.4%

特例的収支 皆減 皆減 皆減

令 和 ５ 年 度

前 年 度 比 較

前 年 度 比 較

※資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、
減債積立金及び過年度損益勘定留保資金で補てんしました。

令 和 ６ 年 度

※資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、
過年度分損益勘定留保資金、当年度分損益勘定留保資金及び当年度利益剰余金処分額で補てんしまし
た。

　収益的収支については、収入が 3億620万円に対し、支出は2億7,471万円、また、損益計算に
おいては収益3億43万円（対前年度比0.7%増）、費用2億6,923万円（対前年度比0.4%増）となり、
差引3,120万円の当年度純利益が生じました。その結果、当年度未処分利益剰余金は3,014万
円、利益剰余金合計は 6,133万円となりました。

　資本的収支については、収入が 4,374万円に対し、支出は1億5,953万円となり、収支差引で不
足する1億1,579万円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度
分損益勘定留保資金、当年度分損益勘定留保資金並びに当年度利益剰余金処分額で補てん
しました。
　建設改良工事としては、層雲峡終末理場曝気装置改修工事などで合計377万円を実施しまし
た。
　処理状況については、処理区域内人口は2,688人（対前年比2.6％減）、水洗化人口は2,398人
（対前年比3.2％減）で、年間総処理水量は1,006,483㎥（7.5％増）となり、有収水量は392,422㎥
（対前年比0.7％増） となりました。

令 和 ６ 年 度

令 和 ５ 年 度

　資本的収支については、収入が 6,173万円に対し、支出は2億478万円となり、収支差引で不
足する1億4,305万円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、減債積
立金並びに過年度損益勘定留保資金で補てんしました。

　建設改良工事としては、中央地区配水設備更新工事などで合計7,211万円を実施しました。

　給水状況については、給水人口は2,795人（対前年比2.9％減）で、配水量は531,540㎥（対前
年比3.0％減）となり、有収水量は409,759㎥（対前年比4.0％増） となりました。

　収益的収支については、収入が 1億9,491万円に対し、支出は1億5,770万円、また、損益計算
においては収益1億8,496万円（対前年度比2.4%増）、費用1億5,203万円（対前年度比9.4%増）と
なり、差引3,293万円の当年度純利益が生じました。その結果、当年度未処分利益剰余金は3億
3,643万円、利益剰余金合計は 3億6,936万円となりました。


